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国家の税収 ３７兆円
国家の支出 ９５兆円

年間 ー５８兆円

（2009年11月25日付 日本経済新聞朝刊）

国の税収と支出の見通し

支出を抑えるだけでなく、収入を上げることも必要
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出典：国民生活に関する世論調査 平成21年6月調査 （内閣府調べ）

項目
回答比率
（重複回答）

1
医療・年金等の社会
保障構造改革

70.8%

2 景気対策 62.5%

3 高齢社会対策 58.1%

4 雇用・労働問題 51.1%

全ての解決の鍵はICTにある

国民生活に関する世論調査（政府に対する要望）

【国民の半数以上が望んでいる項目】

・
・
・

ICTで解決可能

ICTで解決可能

ICTで解決可能

ICTで解決可能
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産業別純利益のランキング（2008年度）

産業 純利益

1 情報･通信 13,680

2 卸 売 業 12,280

3 陸 運 5,930

4 鉄 鋼 4,360

5 医 薬 品 2,770

6 機 械 2,610

7 その他製品 2,500

8 食 料 品 2,320

9 海 運 2,280

10 鉱 業 1,560

（億円）トップ１０

産業 純利益

21 パルプ･紙 -230

22 精密機器 -690

23 空 運 -690

24 繊維製品 -1,180

25 ガラス土石 -1,470

26 非鉄金属 -2,540

27 その他金融 -3,770

28 石油･石炭 -4,110

29 輸送用機器 -9,790

30 電気機器 -32,090

ワースト１０

出典：新光総合研究所「2009年3月期 本決算集計≪東証1部≫」（2009.5.25）

成長エンジンである「情報・通信」にリソースを集中すべき
（億円）

3



日本の国際競争力推移

主要国の国際競争力ランキングの推移
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出典：スイスIMD公表データより
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日本の国際競争力は低下傾向

4

http://images.google.co.jp/s_Republic_of_China.svg/260px-Flag_of_the_People�
http://www.eonet.ne.jp/~kotonara/2003.05.01.jpg�
http://www.yokunaruyo.com/camera/img/hinomaru.jpg�


23 36 81 141 104

356

97
176 165 112

0

100

200

300

400

中国 韓国 EU アメリカ 日本
1997年 2007年

（単位：10億US＄）

（注）EUについては、EU15カ国のデータであり、EU域内の取引額を含む
出典：OECD Information Technology Outlook 2008 より作成

1.08倍

ＩＣＴの輸出額比較

15.33倍

1.17倍2.17倍2.69倍

日本のＩＣＴ製品の輸出は、額・伸び率共に低調
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出典：平成19年度年次経済財政報告（内閣府, 平成19年8月）

（年平均上昇率）

日本 米国

その他のサービス
ＩＴ利用

サービス産業

製造業 （除ＩＴ関連）

流通・運輸

金融・ビジネスサービス

その他

ＩＴ関連

４%

３％

２％

１％

０％

－１％

ＩＣＴのポテンシャル

ICT利活用が、労働生産性上昇の鍵
【日米における労働生産性上昇率の業種別寄与度（2000年～2004年）】
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社会構造の変革
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農耕社会 工業社会 情報社会



次世代型産業構造へ

製造業 × ＩＣＴ
流通業 × ＩＣＴ
金融業 × ＩＣＴ
農業 × ＩＣＴ
漁業 × ＩＣＴ
電力 × ＩＣＴ
鉄鋼 × ＩＣＴ
繊維 × ＩＣＴ

・
・
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※研究開発補助金は不要

競争力強化のために必要な要素

ＩＣＴ × 人員の数

ＩＣＴ × 人員の質（ＩＣＴ教育）

ＩＣＴ × インフラ

ＩＣＴ × 規制緩和（競争政策）

①

②

③

④
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米国における教育強化の取組み

官民科学技術振興策 “Educate to Innovate“を発表

11月23日、オバマ大統領は教育強化のキャンペーン
「Educate to Innovate」を発表

政府のみならず、企業・財団・非営利団体等

との協力により、青少年の科学・数学等の
学力向上を図るもの

OECDによる国際学習到達度調査（06年）に
おける科学・数学分野の著しい学力低下※が

政策の背景

出典： “Educate to Innovate” whitehouse.gov. （米国ホワイトハウス公式サイト） 2009.11.23

※米国は科学分野で30ヶ国中21位、数学分野で25位
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